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令和８年度一般社団法人秋田県農業会議事業計画書

Ⅰ．基本方針 

長引くロシアによるウクライナ侵攻や、アメリカ、イスラエルによるイ

ラン攻撃に端を発した中東危機などにより世界情勢が混沌としている中、

我が国の農業を取り巻く環境は、更なる価格の高騰が危惧される燃油や生

産資材のほか、気象災害の激甚化等も相まって、産業としての継続をも脅

かしかねない事態となっている。加えて、担い手の減少と不足は深刻であ

り、地域農業の持続的発展のためには、担い手の確保・育成と農地の集

積・集約化を早期に実現していくことが重要な課題となっている。

こうした中、令和７年４月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計

画」（以下、基本計画）では、「食料安全保障の確保」や「農業の持続的

な発展」等の早期実現に向け、初動の５年間を「農業構造転換集中期間」

として、農業収益力の抜本的向上に向けた基盤づくりに取り組むとしてお

り、基本計画の実効性を確保しつつ、その実現に向け関係各組織・団体が

協力し、一体となって全力を傾注していくことが求められている。 

秋田県農業委員会ネットワーク機構の指定を受ける本会は､基本計画の実

現への重要な要素の一つである地域計画のブラッシュアップと実現に向け、

農業委員会が農政担当課や関係機関と連携し、地域の話し合いや農地の出

し手と受け手のマッチング等の、地域に根差した「農地利用最適化活動」

に着実に取り組めるよう支援するほか、担い手の確保・育成を推進するた

め、担い手の経営発展や継承、雇用就農の促進・定着、農業労働力の確保

に向けた関連する事業を展開する。 

こうしたことから、以下の９点を重点に活動を展開する。 

Ⅱ．事業推進の重点 

１．地域計画のブラッシュアップと実現に向けた農地利用最適化活動の 

推進 

２．所有者不明農地解消対策の推進 

３．農業委員会サポートシステムの活用に向けた支援 

４．新規参入・人材育成対策の推進 

５．担い手・経営対策の推進 

６．農業・農村に関する情報提供活動の推進 

７．組織・活動体制の整備・強化 
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８．政策提案活動の推進 

９．認定農業者等農業の担い手の組織化及び組織の運営支援 

 

Ⅲ．事業計画 

（１）会議の開催 

業務の円滑な運営と事業推進並びに法令業務等に対処するため、各種会議

を開催する。 

① 総       会      ２回（通常６月、臨時８月） 

② 常設審議委員会     １２回（毎月 1 回） 

③ 理  事  会       ６回（5 月､6 月､7 月､8 月､10 月､3 月） 

④ 監  査  会     １回（5 月） 

⑤ 農業委員会事務局長会議 ２回（5 月、2 月） 

○  都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金〔国・県〕 

○  機構集積支援事業費〔国〕 

 

（２）地域計画のブラッシュアップと実現に向けた農地利用最適化活動の 

推進 

① 地域計画に関する取組への支援 

地域計画のブラッシュアップと実現に向け、その基となる農業者等の

意向把握や地域の話し合い等の活動に、関係機関・団体と連携し地域の実

情を踏まえた農業委員会による積極的な取組がなされるよう支援する。 

○  機構集積支援事業費〔国〕 

 

② 農地利用最適化活動への支援 

農業委員等による農業者等の意向把握や地域の話し合い、マッチング活

動を通じた農地の集積・集約への取組を推進する。また、遊休農地の発生

防止と解消に向けた利用状況調査・利用意向調査等が適切に行われるよう、

関係機関と連携を図り「農地パトロール」の実施を支援するほか、農地利

用最適化活動の目標設定や活動記録と点検・評価、公表が適切に行われる

よう支援する。 

併せて、農業委員等による各種活動事例の収集と周知、タブレット端末

の操作等に関する研修や巡回による支援を行う。 

○  機構集積支援事業費〔国〕 

 

③ 農地法等の法令業務への対応 

農地の転用許可に係る農業委員会からの意見聴取等の業務に、県の担当

部局及び農業委員会との密接な連携により厳正かつ適切に対応する。 

また、農業委員会における農地の権利移動や農地転用、農地所有適格法

人への指導等の農地法等に関する事務が適切に実施されるよう、事務局職
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員を対象とした研修を実施する。 

○  都道府県農業委員会ネットワーク機構負担金〔国・県〕 

○  機構集積支援事業費〔国〕 

 

（３）所有者不明農地解消対策の推進 

地域計画の実現や農地の集積・集約の加速化に向け、農業委員会が行う所

有者の探索や公示を経て知事裁定により利用権設定する所有者不明農地制度

を活用した対策活動を支援し、その取組事例を取りまとめて公表し農業委員

会による解消への取組の広がりを促進する。 

○  所有者不明農地対策事業費〔国〕 

 

（４）農業委員会サポートシステムの活用に向けた支援 

農業委員会サポートシステムの農地台帳データの更新・最新化と活用を支

援するため、操作研修会や巡回した操作説明を行うほか、改修要望・課題等

の解決に向け、農業委員会と全国農業会議所との連絡調整を行う。 

○ 機構集積支援事業費〔国〕 

 

（５）新規参入・人材育成対策の推進 

  ① 雇用就農への支援 

農業法人等が就農希望者を雇用し､必要な栽培技術や経営ノウハウ等を習

得させるために行う研修に国が資金の助成を行う「雇用就農資金」に関する

各申請書類の審査や研修指導者や従業員を対象にした研修会の開催、現地に

出向いた確認等を行う。 

併せて、雇用就農者等の農業技術と知識の習得を促すため、農業技術検定

を実施する。 

また、就農の意欲のある者と人材の確保をすすめたい農業法人を結び付け、

１～３ヶ月程度の期間を定めたトライアル形式での雇用就農を推進し、雇用

就農者の確保と育成を図る。 

○ 雇用就農資金事業費〔会議所〕 

○ 農業技術検定事務費〔会議所〕 

○ トライアル雇用就農推進事業費〔県〕 

 

② 秋田県農業労働力サポートセンター事業の推進 

県内における農業労働力不足を解消し、農家の経営安定や規模拡大を図る

ため、「秋田県農業労働力サポートセンター」の事務局として、県関係機

関・市町村・関係団体と連携を図りながら、無料職業紹介所機能を有するＪ

Ａ等が行う求職・求人者のマッチングの支援や、雇用管理のための研修会等
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を行い、人材の確保と育成に向けた支援を行う。 

    〇県・ＪＡ秋田中央会・県農業会議の負担金〔県・中央会・独自〕 

 

（６）担い手・経営対策の推進 

① 担い手の経営対策の推進 

県農業再生協議会の構成機関・団体や県認定農業者組織連絡協議会と連携

し、認定農業者等の担い手による収益性の高い営農の実現や経営改善を図る

ため、専門知識を有する税理士､社会保険労務士､中小企業診断士等を「農業

経営改善コンサルタント」として委嘱し、農業経営者や市町村等を対象に複

式簿記記帳や青色申告手続き等に関する研修を行い支援する。 

○  機構集積支援事業費〔国〕   

○  認定農業者等育成支援事業費〔県再生協〕 

 

② 農業者年金の加入推進 

農業委員会の加入推進部長等の関係者が一丸となり、農業者年金制度の特

徴やメリットを積極的にＰＲするとともに、特にメリットの大きい若い農業

者や新規就農者、女性の加入を推進する。 

また、県段階の受託機関として市町村受託機関に対する制度説明等の支援

や被保険者・受給権者からの相談対応等を行う。 

○ 農業者年金業務委託事業費〔農年基金〕 

 

③ 収入減少影響緩和対策積立金の管理 

経営所得安定対策における「収入減少影響緩和対策積立金」の銀行口座残

高の確認・報告と、国からの返納指示に基づく振込処理等の管理業務を行う。 

○ 収入減少影響緩和対策積立金管理事業費〔県再生協〕 

 

④ 農業法人の経営継承の支援 

農業法人に経営アドバイザーとなる専門家を派遣し、経営継承計画の策定

や継承に向けた経営改善を行うとともに、人材の確保や事業拡大に必要な雇

用環境の整備等の相談活動を行い支援する。 

○ 来たれ次期社長候補！経営継承促進事業費〔県〕 
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（７）農業・農村に関する情報提供活動の推進 

① 情報提供推進活動の実施 

農地利用最適化活動の横展開、農業施策の普及・浸透等に向けて、「全国

農業新聞」と「全国農業図書」の普及・活用を推進する。 

特に、今年度が農業委員等の統一改選にあたることから、全国農業新聞の

農業委員・農地利用最適化推進委員による皆購読を達成する取組と、全国農

業図書の補助事業推進に必要な書籍としての活用を徹底する。 

併せて、「秋田県農業委員会ネットワーク機構だより」の発行等により、

農業委員会が行う情報提供の業務を支援するとともに、本会においてもホー

ムページにより実施事業や農業委員会組織活動に係る情報発信を行う。 

○  情報提供推進事業費〔会議所〕 

○ 啓蒙宣伝費〔独自〕 

 

② 調査活動等の実施 

農業経営や農村政策等に関する基礎資料を整備するため「田畑売買価格等

に関する調査」や「農作業料金・農業労賃に関する調査」を実施するほか、

「農作業受委託料金試算事例」を作成・配付する。 

○ 調査活動費〔独自〕 

○  機構集積支援事業費〔国〕 

 

（８）組織・活動体制の整備・強化 

  ① 組織活動、農政活動の展開 

地域計画のブラッシュアップと実現に向け、市町村等の関係機関と連携し

た地域の話し合い等の地域に根差した活動が着実に進むよう支援するととも

に、地域農業に関する課題を把握し必要に応じた要請活動を展開する。 

また、１９農業委員会の改選にあたり、意欲ある農業委員・農地利用最適

化推進委員が登用されるよう、気運の醸成に努めるとともに研修活動を強化

する。 

○ 農政活動費〔独自〕 

○  機構集積支援事業費〔国〕 

 

② 農業委員等への女性の登用促進 

農業委員等への女性の登用促進を図るため、引き続き、市町村長等への働

きかけ活動を展開するほか、女性委員の活動活発化に向けた研修等を行う。 

○ 組織支援活動費〔独自〕 

○  機構集積支援事業費〔国〕 
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（９）政策提案活動の推進 

① 政策提案活動の推進 

農業者の声を反映した政策提案活動を推進するため、農業委員会における

「農業者等との意見交換会」の開催を支援する。併せて、関係団体との連携

により、様々な声を幅広く集約した意見の提出や政策提案活動に努める。 

○ 農政活動費〔独自〕 

 

② 秋田県農業委員会大会の開催 

農業委員等が一同に結集し農業委員会組織が果たすべき使命と役割を再

認識するとともに、「農地利用の最適化推進施策の改善」に関する意見の

決定と、本県農業者の経営力の強化や農業・農村の発展に向けた決意表明

を行うため、「第１４９回秋田県種苗交換会」に併せて「秋田県農業委員会

大会」を開催する。 

○ 農政活動費〔独自〕 

 

③ 県選出国会議員要請集会の開催 

農業政策の推進等に関する農業者の声を結集した「農業委員会大会」の決

議事項等の実現に向け、農業委員会法第５３条に基づき、国会議員や関係機

関等に対し意見の提出を行うとともに、県選出国会議員要請集会を開催する。 

○ 農政活動費〔独自〕 

 

 

（１０）認定農業者等農業の担い手の組織化及び組織の運営支援 

認定農業者組織や農業経営者組織の事務局業務を担い、それぞれの組織の

運営を支援する。 

○ 組織支援活動費〔独自〕 

 

＜対象組織＞ 

◇ 秋田県認定農業者組織連絡協議会（会員組織数：１８組織） 

◇ 秋田県農業法人協会（会員数：５８経営体） 

◇ 秋田県農業法人協会若手会（会員数：１８経営体） 

◇ 秋田県養豚協会（会員数：３３経営体） 

◇ 秋田県農業委員会女性協議会（会員数：８６人） 


